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２ 人事委員会報告及び勧告 
 

Ⅰ 職員の給与に関する報告及び勧告 

 (１)本年の給与改定等 

項 目 状 況 

報告及び勧告日 令和６年１０月４日（金） 

公 民 較 差 

（行政職） 

公民較差          （参考）官民較差（国） 

 公民較差 

（行政職） 

  官民較差 

（行政職） 

率 ２．８０％ 率 ２．７６％ 

金額 １０，２７７円 金額 １１，１８３円 
 

 

勧 告 

 

〇 本年の給与改定 

１ 職員の給与に関する条例の改正 

(1) 給料表について 

現行の給料表を別記第１（略）のとおり改定すること。 

(2) 諸手当について 

ア 初任給調整手当について 

(ｱ) 医療職給料表（一）の適用を受ける医師及び歯科医師に対する支給月 

額の限度を４１６，６００円とすること。 

(ｲ) 医療職給料表（一）以外の給料表の適用を受ける医師及び歯科医師 

で、医学又は歯学に関する専門的知識を必要とする職を占めるものに対 

する支給月額の限度を５１，６００円とすること。 

イ 期末手当及び勤勉手当について 

(ｱ) 令和６年 12月期 

a 特定幹部職員以外の職員 

期末手当の支給割合を 1.275月分（定年前再任用短時間勤務職員に 

あっては、0.7125月分）とし、勤勉手当の支給割合を 1.075月分 

（定年前再任用短時間勤務職員にあっては、0.5125月分）とするこ 

と。 

b 特定幹部職員 

期末手当の支給割合を 1.075月分（定年前再任用短時間勤務職員に 

あっては、0.6125月分）とし、勤勉手当の支給割合を 1.275月分 

（定年前再任用短時間勤務職員にあっては、0.6125月分）とするこ 

と。 

(ｲ) 令和７年６月期以降 

a 特定幹部職員以外の職員 

６月及び 12月に支給される期末手当の支給割合をそれぞれ 1.25月 

分（定年前再任用短時間勤務職員にあっては、それぞれ 0.7月分）と 
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し、６月及び 12月に支給される勤勉手当の支給割合をそれぞれ 1.05 

月分（定年前再任用短時間勤務職員にあっては、それぞれ 0.5月分） 

とすること。 

b 特定幹部職員 

６月及び 12月に支給される期末手当の支給割合をそれぞれ 1.05月 

分（定年前再任用短時間勤務職員にあっては、それぞれ 0.6月分）と 

し、６月及び 12月に支給される勤勉手当の支給割合をそれぞれ 1.25 

月分（定年前再任用短時間勤務職員にあっては、それぞれ 0.6月分） 

とすること。 

 

２ 市町村立学校県費負担教職員の給与等に関する条例の改正 

(1) 給料表について 

現行の給料表を別記第２（略）のとおり改定すること。 

(2) 期末手当及び勤勉手当について 

ア 令和６年 12月期 

期末手当の支給割合を 1.275月分（定年前再任用短時間勤務職員にあ 

っては、0.7125月分）とし、勤勉手当の支給割合を 1.075月分（定年前 

再任用短時間勤務職員にあっては、0.5125月分）とすること。 

イ 令和７年６月期以降 

６月及び 12月に支給される期末手当の支給割合をそれぞれ 1.25月分 

（定年前再任用短時間勤務職員にあっては、それぞれ 0.7月分）とし、６ 

月及び 12月に支給される勤勉手当の支給割合をそれぞれ 1.05月分（定年 

前再任用短時間勤務職員にあっては、それぞれ 0.5月分）とすること。 

 

３ 一般職の任期付職員の採用等に関する条例の改正 

(1) 給料表について 

現行の給料表を別記第３（略）のとおり改定すること。 

(2) 特定任期付職員の令和６年 12月期の期末手当について 

期末手当の支給割合を 1.75月分とすること。 

 

 

〇 改定の実施時期 

この改定は、令和６年４月１日から実施すること。ただし、１の(2)のイの(ｲ) 

及び２の(2)のイについては、令和７年４月１日から実施すること。 

 

給与改定の内容 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（1）諸手当 

期末・勤勉手当 

年間の支給月数 4.50月分 → 4.60月分（一般職員の場合） 

 6月期 12月期 

令和６年度  期末手当 

勤勉手当 

 1.225月（支給済み） 

 1.025月（支給済み） 

1.275月（現行 1.225月） 

1.075月（現行 1.025月） 

７年度  期末手当 

以降 勤勉手当 

1.250月 

1.０50月 

1.250月 

1.０50月 
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勧告どおり改定

された場合の１

人当たりの改定

状況 

 

給与月額         行政職（人員 4,199人、平均年齢 41.5歳） 

区 分 現行 改定後 改定額 改定率 

計 357,531円 367,695円 10,164円 2.84％ 

給料の月額 322,611円 332,402円  9,791円 3.03％ 

諸 手 当  34,920円  35,293円    373円 1.07％ 

（参考） 

区 分 現行 改定後 改定額 改定率 

年間給与 5,925千円 6,133千円 208千円 3.51％ 
 

 

 (２)社会と公務の変化に応じた給与制度の整備（給与制度のアップデート） 

項 目 状 況 

基本的な考え方 

 

人事院は、「多様で有為な人材の確保」、「職員の成長支援と組織パフォーマン

スの向上」、「Well-being の実現に向けた環境整備」という現下の公務員人事管理

をめぐる重点課題に対応するため、給与制度のアップデートとして「若年層の採用

等におけるより競争力のある給与水準の設定」、「職務や職責をより重視した俸給

体系等の整備」、「地域における民間給与水準の反映」等の観点から俸給表や諸手

当等の給与制度を整備することとした。 

また、総務省の「社会の変革に対応した地方公務員制度のあり方に関する検討会

給与分科会」が示した「給与分科会の取りまとめに向けた基本的方向性」では、人

材確保の観点から、新卒初任給や若年層の給与水準を引き上げることや、組織パフ

ォーマンス向上等の観点から、管理職員について職務や職責を重視した給料体系に

見直すことは適当であるとしたうえで、国家公務員の給与制度のアップデートの措

置内容をどのように反映するのかは各地方公共団体における独自の判断の余地が必

要としている。また、諸手当について、国家公務員の給与制度のアップデートの措

置内容を踏まえ、適切に対応する必要があるとしている。 

以上の点に加え、他の都道府県の取扱いの状況を勘案すれば、本県職員の給与に

ついては、地方公務員法の均衡の原則等の各種原則に基づき、人事院の報告及び勧

告の趣旨を踏まえた見直しを行う必要がある。 

主な改定すべき

事項 

 

① 給料表 

  人事院勧告の内容に準じ、新たな給料表に切り替える必要 

  ・初任給や若年層の給料月額の大幅引上げ（令和６年４月に先行実施） 

  ・行政職給料表８級以上を職務や職責をより重視した給料体系に見直し 

 

② 地域手当 

  人事院勧告の内容に準じ、級地区分及び支給地域・支給割合を見直す必要 

 

③ 扶養手当 

  人事院勧告の内容に準じ、配偶者に係る手当を廃止し、子に係る手当を引き上 

げる必要 
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④ 定年前再任用短時間勤務職員等の諸手当 

人事院勧告の内容に準じ、支給対象手当に住居手当等を新たに加えるよう見直 

す必要 

 

勧 告 

 

 〇 社会と公務の変化に応じた給与制度の整備のための給与改定 

１ 職員の給与に関する条例及び市町村立学校県費負担教職員の給与等に関する 

条例の改正 

(1) 給料表について 

Ⅰの１の(1)による改定後の給料表を別記第４（略）のとおり改定するこ 

ととし、新給料表への切替えは、別記第５（略）の切替要領によること。 

また、Ⅰの２の(1)による改定後の給料表を別記第６（略）のとおり改定 

することとし、新給料表への切替えは、別記第７（略）の切替要領によるこ 

と。 

(2) 昇給制度について 

    行政職給料表の適用を受ける職員でその職務の級が８級以上であるもの及 

びこれに相当する職員として人事委員会規則で定める職員の昇給について 

は、当該職員の勤務成績が極めて良好である場合又は特に良好である場合に 

限り行うものとし、昇給させる場合の昇給の号給数は、勤務成績に応じて人 

事委員会規則で定める基準に従い決定するものとすること。 

(3) 諸手当について 

   ア 扶養手当 

     扶養手当については、国家公務員の「社会と公務の変化に応じた給与制 

度の整備」（給与制度のアップデート）に関する人事院勧告の内容に準じ 

て改定すること。 

   イ 地域手当 

     地域手当については、国家公務員の給与制度のアップデートに関する人 

事院勧告の内容に準じて改定すること。 

   ウ 通勤手当 

     通勤手当の１箇月当たりの交通機関等に係る通勤手当の額、交通用具に 

係る通勤手当の額及び新幹線鉄道等に係る通勤手当の額を合算した額の限 

度については、国家公務員の給与制度のアップデートに関する人事院勧告 

で示された額を限度に改定すること。 

   エ 単身赴任手当 

     単身赴任手当については、国家公務員の給与制度のアップデートに関す 

る人事院勧告の内容に準じて改定すること。 

   オ 管理職員特別勤務手当 

     管理職員特別勤務手当については、国家公務員の給与制度のアップデー 

トに関する人事院勧告の内容に準じて改定すること。 

カ 定年前再任用短時間勤務職員の諸手当 

定年前再任用短時間勤務職員の諸手当については、国家公務員の給与制 

度のアップデートに関する人事院勧告の内容に準じて改定すること。 

２ 一般職の任期付職員の採用等に関する条例の改正 

特定任期付職員の特別給については、国家公務員の給与制度のアップデート 
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に関する人事院勧告の内容に準じて改定すること。 

３ 職員の定年等に関する条例等の一部を改正する条例の改正 

暫定再任用職員の諸手当については、国家公務員の給与制度のアップデート 

に関する人事院勧告の内容に準じて改定すること。 

４ 経過措置 

１の(3)に係る経過措置については、国家公務員の給与制度のアップデート 

に関する人事院勧告の内容に準じること。 

 

〇 改定の実施時期 

令和７年４月１日から実施すること。 

 

給与に関する 

その他の課題 

 

① 昇給制度 

  人事院は、役職段階に応じた各職員層について、個々の職員の能力・実績を 

より適切に反映できるよう昇給制度を見直すこととしており、本県においても 

国や他の都道府県の動向等に留意しつつ、見直しを行う必要 

 

② 通勤手当 

  人事院は、額及び新幹線等の支給要件について見直しており、本県において 

も国及び他の都道府県の動向等に留意して見直しを行う必要 

 

③ 勤勉手当の成績率 

  人事院は、特に高い業績を挙げた者に対してより高い水準の処遇が可能にな 

るよう、勤勉手当の成績率の上限を引き上げることとしており、本県において

も、国及び他の都道府県の動向等に留意しつつ、見直しの必要性について検討

する必要 

 

④ 今後の検討にあたり留意すべき事項 

  人事院は、今後も職務ベースの報酬設定や能力・実績主義の徹底等について 

取り組んでいくこととしており、本県においても、今後の国の動向を注視しな 

がら、適切に対応していく必要 
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Ⅱ 職員の人事管理に関する報告 

 

（１）人材の確保 

項 目 状 況 

採用試験の見直

し 

多様で優れた人材の確保に向けて、中長期的な視点を持った採用試験の総合的な

見直しにも取り組む必要があり、具体的な取組については、人材育成方法とあわ

せ、任命権者と協議・検討を進めていく必要 

公務の魅力発信

等の取組 

公務の魅力や仕事のやりがいを、より具体的かつリアルに感じてもらい、県職員

として働く姿をイメージしてもらうことが重要 

各任命権者においても、人材確保の現状が危機的状況であることを組織全体での

共通認識とし、公務の魅力発信等について一体的に取り組む必要 

障害者の雇用に

関する取組 

 法定雇用率の達成はもとより、障害のある職員を含む全ての職員にとって働きや

すく働きがいのある「魅力ある職場づくり」の推進を図る必要 

 

（２）人材の育成と能力・実績に基づく人事管理の推進 

項 目 状 況 

人材の育成  

 

若いうちから自律的なキャリア形成意識やマネジメント能力の向上を図るととも

に、管理職の人材育成意識を高めキャリア支援力の向上につながる取組をより充実

させていく必要 

ＤＸの推進に向けた取組を充実・拡充し、戦略的にデジタル人材を育成していく

必要 

女性職員の育成・登用を一層進めていく必要 

能力・実績に基

づく人事管理の

推進 

職務や職責に応じた適切な目標の設定及び評価を行い、その評価結果について丁

寧なフィードバックを徹底する必要 

日頃から積極的なコミュニケーションを図り、業務の進捗状況を把握するととも

に課題を共有しながら、適切な指導・助言を行うことにより、人材育成にもつなげ

ていく必要 

人事評価制度の運用実態の把握・検証を行いながら、評価者の評価能力向上に資

する研修の充実を図る必要 

 

（３）働き方改革と勤務環境の整備 

項 目 状 況 

多様で柔軟な働

き方の推進 

テレワークやフレックスタイム制を多様で柔軟な働き方の選択肢の一つとして定

着させるため、職員の意識の改革を図るとともに、勤務形態の異なる職員間の情報

共有等が円滑になされるよう配慮する必要 

長時間労働の是

正 

管理職員等のマネジメント力の強化を図るとともに、引き続き、業務内容の見直

しやデジタル化・ＤＸの推進を積極的に行い、公務能率の向上に一層努める必要 

県及び各市町の教育委員会が連携し、勤務時間の適正な把握・管理に努めるとと

もに、現在実施している取組の結果を検証しながら、学校における働き方改革を推

進する必要 

仕事と家庭生活

の両立支援 

 両立支援制度を職員が円滑に利用できるよう、引き続き、周知に努めるととも

に、制度を利用しやすい環境づくりや意識啓発を推進していくことが重要 

積極的に男性職員の育児休業の取得を促し、「男性育休は当たり前」という組織

になるよう、取得率の更なる向上を図る必要 

職員の健康管理  疾病の重症化防止のためには、早期発見、早期治療が有効であり、職員の健康保

持に対する意識を更に高めていく必要 

引き続き、メンタルヘルス不調の未然防止や早期発見・早期対応につながる取組

を実施していくとともに、休職した職員の円滑な職場復帰のための支援等を総合的

に実施していく必要 
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ハラスメント防

止対策 

引き続き、管理職員をはじめ全ての職員にハラスメント等に対する正しい認識と

自覚を徹底し、意識啓発に更に取り組むとともに、安心して相談できる良好な職場

環境づくりを推進する必要 

組織外からの著しい迷惑行為（いわゆるカスタマー・ハラスメント）への対応に

ついても効果的な対策を策定するなど、引き続きハラスメント防止対策の充実を図

る必要 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 


